
時価のないもの　　　　　　　　　　　　 　  　　 移動平均法による原価法
又は償却原価法（定額法）

③　 その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

①　 売買目的有価証券 時価法（売却原価は移動平均法により算定）
②　 子会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 移動平均法による原価法

資　　産　　合　　計

固　定　資　産

純　資　産　合　計
負債・純資産合計592

投 資 有 価 証 券

純　　資　　産　　の　　部259
投 資 そ の 他 の 資 産

259

585
14

他有価証券評価差
金

14評価・換算差額等

65利 益 準 備 金
5繰 越 利 益 剰 余 金

592

400資 本 剰 余 金
400資 本 準 備 金
70利 益 剰 余 金

株　主　資　本 570259
100資 本 金

固　定　負　債 6

未 収 消 費 税
6繰 延 税 金 負 債

320関 係 会 社 短 期 貸 付 金

0仮 払 税 金
0 負　債　合　計 7

科　目 科　目金　額 金　額

12
流　動　資　産 333 流　動　負　債 0

現 金 及 び 預 金 0未 払 法 人 税 等

貸 借 対 照 表

平成28年3月31日現在
（単位：百万円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当期純利益金額
0百万円

短期金銭債務 -

（３）　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記
（１） 関係会社に対する短期金銭債権 320百万円

又は償却原価法（定額法）
（２）　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ　 時価法


